
] （控除）自己収入等

授業料収益 －2¶282¶470¶873

入学料収益 －362¶172¶800

検定料収益 －95¶281¶400

受託研究等収益 －18¶482¶244

受託事業等収益 －40¶638¶541

寄附金収益 －158¶226¶154

資産見返運営費交付金等戻入
（授業料分）

－106¶061¶075

資産見返寄附金戻入 －41¶339¶041

建設仮勘定見返運営費交付金等
戻入（授業料分）

－2¶413¶776

財務収益 －1¶489¶779

雑益 －130¶509¶306

臨時利益 －3¶594¶049
EEEEEEE

－3¶242¶679¶038
EEEEEEE

業務費用合計 5¶868¶591¶260

Ó 損益外減価償却相当額 760¶317¶718

Ô 損益外減損損失相当額 0

Õ 損益外利息費用相当額 328¶500

Ö 損益外除売却差額相当額 2¶138¶538

× 引当外賞与増加見積額 667¶848

Ø 引当外退職給付増加見積額 －395¶467¶058

Ù 機会費用

国又は地方公共団体の財産の無償
又は減額された使用料による貸借
取引の機会費用

15¶318¶360

政府出資の機会費用 388¶420¶308
EEEEEEE

403¶738¶668

Ú （控除）国庫納付額 0
EEEEEEE

Û 国立大学法人等業務実施コスト 6¶640¶315¶474
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４．賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上し
ておりません。
国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外
賞与増加見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。
なお、当事業年度末の引当外賞与見積額は、354¶813¶768円であります。

５．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法
近隣の賃貸借料を参考にしております。

] 政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

６．リース取引の会計処理
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。
７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

（資産除去債務関係）
１．資産除去債務の内容
石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去義務です。

注 記 事 項

１．運営費交付金収益と授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用しております。

退職一時金については費用進行基準を、「特別経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の

一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用しております。

「国立大学法人大阪教育大学業務達成基準に関する基準」に基づき学長の承認を得たプロジェク

ト事業については、業務達成基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は
以下のとおりであります。
建物 ８～47年
構築物 10～50年
機械装置 ５～17年
工具器具備品 ３～15年
なお、受託研究で購入した資産については、当該受託研究期間を耐用年数としております。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費
用等（国立大学法人会計基準第89）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額と
して資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職
する役職員について、当期末の自己都合による退職給付要支給額から前期末の自己都合による退職
給付要支給額を控除した額から、退職者に係る前期末退職給付見積額相当額を控除して計算してお
ります。
なお、当期末現在の自己都合による要支給額は、5¶526¶741¶390円であります。
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